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就職・採用活動の状況を把握し、今後の就職・採用活動の円滑な実施の検討に資する。

調 査 概 要

① 学校種別（割合は各学校種毎に占める回答割合）

② 地域（割合は回答に占める割合）

1

調査主体

実施方法

調査目的

回答率

回答校の属性

回答数 国立大学 公立大学 私立大学 公立短期大学 私立短期大学 高等専門学校

743 76 64 401 9 151 42

63.3% 88.4% 63.4% 64.7% 64.3% 51.2% 73.7%

回答数 北海道・東北 関東
（東京都以外） 東京都 中部・北陸 近畿 中国・四国 九州・沖縄

725 89 100 122 130 131 73 80

― 12.3% 13.8% 16.8% 17.9% 18.1% 10.1% 11.0%

文部科学省（就職問題懇談会と協力して実施。）

対象：全国の大学、短期大学、高等専門学校（以下、大学等という）を対象としたＷＥＢ調査
※毎年度８月１日時点の状況を確認（２０２０年度のみ９月１日時点を確認）

調査期間：２０２２年８月２４日（水）～９月１４日（水）
回答校数：743件（就職活動を行う学生が在籍していない大学等41校含む）
回答率 ：63.3％
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就職問題懇談会の「申合せ」の内容の周知状況等①
＜周知状況（N=702）＞

48.4％の大学等が「申合せ」の周知を実施。
（対前年度比▲3.3ポイント）

＜周知方法＞
大学等のホームページに掲載する大学等が45.9％と対前年度4.5ポイント増加。

2※「周知した」と回答した大学等に確認

①

①大学等のホームページに掲載
②個別の企業に対し、手交
③個別の企業に対し、メール等で送付
④個別の企業に対し、口頭で周知
⑤地元の経済団体に対し、手交
⑥地元の経済団体に対し、メール等で送付
⑦地元の経済団体に対し、口頭で周知

②

③

④

⑤

⑥

⑦

51.4% 45.1% 48.4%

0%
100%

周知した

2020年(N=856) 2021年(N=975) 2022年(N=702)
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就職問題懇談会の「申合せ」の内容の周知状況等②
＜周知しなかった理由＞
就職問題懇談会や政府から企業へ周知を行っていることで十分と考えている大学等の割合が高い。
54.3％（前年度比＋1.5ポイント）

3※周知していないと回答した大学等に確認

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

①企業へ周知することを認識(理解)していなかった
②業務上周知する余裕がなかった
③既に就職問題懇談会や政府などから企業へ周知されているので、それで足りると考えた
④企業との接点がないため周知する機会がなかった
⑤学生が希望する就職先の多くが企業以外の組織であるため周知する必要はないと考えた
⑥企業に周知することに気兼ねした
⑦学生の卒業時期が多岐にわたるため



広報活動開始時期（大学等の認識）
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＜企業が広報活動を開始した時期＞
「卒業前年度の３月以降」とする回答の割合が高い。

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

大企業2020年度 5.8% 2.5% 3.9% 3.2% 6.3% 33.5% 12.1% 32.7%

大企業2021年度 7.8% 4.2% 6.5% 5.4% 10.7% 41.6% 20.9% 2.9%

大企業2022年度 10.5% 4.8% 5.4% 5.8% 9.5% 36.3% 25.5% 2.0%

0.0%

20.0%

40.0%

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

中小企業2020年度 3.6% 1.6% 4.7% 4.6% 7.7% 36.0% 9.5% 32.4%

中小企業2021年度 5.3% 3.0% 5.0% 5.2% 10.9% 36.4% 14.2% 19.9%

中小企業2022年度 6.7% 2.4% 5.4% 6.0% 9.7% 31.1% 19.7% 19.1%

0.0%

20.0%

40.0%

①卒業前年度の10月以前 ②卒業前年度の11月 ③卒業前年度の12月 ④卒業前年度の1月
⑤卒業前年度の2月 ⑥卒業前年度の3月以降 ⑦わからない ⑧無回答

大企業 中小企業

■2022年度N= 702
■2021年度N= 979
■2020年度N=  856

■2022年度N= 702
■2021年度N= 979
■2020年度N= 856



採用選考活動開始時期（大学等の認識）
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＜企業が採用選考活動を開始した時期＞
「卒業前年度の３月」とする回答の割合が高い。

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

大企業2020年度 3.7% 4.2% 20.7% 10.6% 3.2% 11.9% 12.6% 33.1%

大企業2021年度 7.0% 9.0% 32.1% 13.3% 4.3% 11.7% 21.1% 3.5%

大企業2022年度 10.7% 8.4% 28.1% 13.0% 4.1% 11.0% 22.9% 1.9%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

中小企業2020年度 1.9% 5.4% 23.1% 10.4% 4.2% 12.0% 10.5% 32.5%

中小企業2021年度 5.1% 6.8% 25.9% 12.2% 5.3% 9.8% 14.8% 20.0%

中小企業2022年度 5.8% 7.5% 25.8% 10.3% 4.1% 8.8% 18.1% 19.5%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

①卒業前年度の1月以前 ②卒業前年度の2月 ③卒業前年度の3月 ④卒業年度の4月
⑤卒業年度の5月 ⑥卒業年度の6月以降 ⑦わからない ⑧無回答

大企業 中小企業

■2022年度N= 702
■2021年度N= 979
■2020年度N=  856

■2022年度N= 702
■2021年度N= 979
■2020年度N=  856



＜学生が内々定を得た時期＞
「卒業年度の６月以降」とする回答の割合が高い。

学生が内々定を得た時期（大学等の認識）
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① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

大企業2020年度 0.7% 0.6% 3.4% 5.7% 7.6% 33.3% 15.0% 33.8%

大企業2021年度 0.4% 0.6% 4.0% 14.7% 17.1% 35.3% 24.4% 7.8%

大企業2022年度 1.1% 0.4% 7.0% 14.7% 16.7% 33.5% 24.5% 2.1%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

中小企業2020年度 0.6% 0.6% 3.4% 6.4% 7.8% 38.0% 10.6% 32.6%

中小企業2021年度 0.5% 0.2% 4.8% 12.5% 14.3% 32.3% 15.2% 20.2%

中小企業2022年度 0.9% 0.7% 4.3% 14.2% 15.2% 29.5% 15.2% 19.9%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

①卒業前年度の1月以前 ②卒業前年度の2月 ③卒業前年度の3月 ④卒業年度の4月
⑤卒業年度の5月 ⑥卒業年度の6月以降 ⑦わからない ⑧無回答

大企業 中小企業

■2022年度N= 702
■2021年度N= 979
■2020年度N=  856

■2022年度N= 702
■2021年度N= 979
■2020年度N=  856



学生が就職活動を終了した時期（大学等の認識）
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① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

大企業2019年度 0.1% 0.1% 0.0% 0.6% 2.7% 31.1% 16.8% 29.5% 11.6% 7.5%

大企業2020年度 0.1% 0.1% 0.6% 0.6% 1.8% 12.6% 18.9% 16.5% 15.3% 33.5%

大企業2021年度 0.1% 0.0% 0.2% 0.9% 5.0% 27.7% 12.4% 25.5% 24.8% 3.4%

0.0%

20.0%

40.0%

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

中小企業2020年度 0.0% 0.2% 0.6% 0.6% 0.5% 4.7% 16.0% 33.8% 10.9% 32.8%

中小企業2021年度 0.3% 0.0% 0.3% 0.3% 1.5% 9.6% 11.6% 41.8% 14.8% 19.7%

中小企業2022年度 0.1% 0.1% 0.3% 0.1% 2.0% 9.8% 10.5% 42.5% 15.1% 19.4%

0.0%

20.0%

40.0%

①卒業前年度の1月以前 ②卒業前年度の2月 ③卒業前年度の3月 ④卒業年度の4月 ⑤卒業年度の5月
⑥卒業年度の6月 ⑦卒業年度の7月 ⑧継続中 ⑨わからない ⑩無回答

＜学生が就職活動を終了した時期＞
大企業については「卒業年度の６月」、「継続中」とする回答の割合が高く、中小企業については「継続中」とする回答の割合が高い。

大企業 中小企業

■2022年度N= 702
■2021年度N= 979
■2020年度N=  856

■2022年度N= 702
■2021年度N= 979
■2020年度N=  856



「インターンシップを始めとする学生のキャリア形成支援に係る取組の推進に当たっての基本的考え方」
の周知状況

＜周知状況＞
学生のキャリア形成支援担当を担当する教職員間に周知されている割合が多い
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①学長等をはじめ全学で共有した;
②学生のキャリア形成支援を担当する教職員間で共有した;
③学生にガイダンス等で説明した学生にガイダンス等で説明した;
④学生に学内ポータルサイトや掲示板等で周知した;
⑤学生のキャリア形成支援において協働する企業に周知した;
⑥学生のキャリア形成支援において協働するコンソーシアム・支援
団体等に周知した;
⑦特にない;
⑧改正について知らなかった;
⑨無回答

12.1%

62.1%

18.1%

6.6%

1.7%

1.1% 27.2%

3.7%

0.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

N＝702
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41.0%
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40.0%
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①

②
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⑥
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⑧
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今後の学生のキャリア形成支援に係る取組の推進等に関する認識
＜キャリア形成支援に関する認識＞
企業にはインターンシップへの取組を期待しており、学生には業界研究なども含む会社説明会やインターンシップの参加を期待し
ている。
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①会社説明会（業界研究なども含む）
②ＯＢ・ＯＧ訪問
③タイプ１のオープン・カンパニー
④タイプ２のキャリア教育
⑤タイプ３のインターンシップ
⑥大学等におけるキャリア教育科目における
講演への協力や寄付講座等
⑦特にない
⑧無回答

65.4%

40.2%

37.2%

45.9%

63.2%

39.3%

6.1%

1.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

N=702

■企業に期待する取組
■学生に推奨する取組



就職・採用活動の開始時期が設定されていることについて（大学等の認識）

10

53.0%
23.1%

10.1%

5.6%
4.5% 3.8%

2020年(N=856)

①現在の開始時期でよい
②どちらともいえない
③広報活動は自由に開始したほうがよい
④開始時期を変更したほうがよい
⑤採用選考は自由に開始したほうがよい
⑥開始時期の設定は必要ない

57.4%20.3%

9.0%

5.7%

3.4%
2.8%

2021年(N=979)

①現在の開始時期で良い
②どちらともいえない
③広報活動は自由に開始したほうが良い
④開始時期を変更したほうがよい
⑤採用選考は自由に開始したほうが良い
⑥開始時期の設定は必要ない

50.8%
27.8%

7.9%

6.6%

2.4% 4.6%

2022年(N=699)

①現在の開始時期でよい
②どちらともいえない
③広報活動は自由に開始したほうがよい
④開始時期を変更したほうがよい
⑤採用選考は自由に開始したほうがよい
⑥開始時期の設定は必要ない

①

②

③

④
⑤

⑥

＜就職・採用選考活動の開始時期について＞
50.8％の大学等が「現在の開始時期でよい」と回答しており、「どちらともいえない」という回答まで含めると78.5％を占める。
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